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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
 

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 192,628 6.1 12,042 △15.5 12,471 △14.9 6,332 △18.5

24年3月期 181,577 6.7 14,257 17.9 14,658 14.5 7,772 68.3

（注）包括利益 25年3月期 6,849百万円 （△12.4％） 24年3月期 7,808百万円 （66.2％）

1株当たり当期純利益

潜在株式調整後1株当たり

当期純利益

自己資本当期純利益

率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 140.68 140.54 5.9 7.4 6.3

24年3月期 172.68 172.57 7.7 8.9 7.9

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  ―百万円 24年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 167,793 109,764 65.2 2,429.93

24年3月期 164,759 103,966 63.0 2,307.59

（参考） 自己資本   25年3月期  109,375百万円 24年3月期  103,869百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 3,092 △9,712 △2,088 24,322

24年3月期 14,221 △5,414 △3,694 32,878

2.  配当の状況 

 

年間配当金
配当金総額

（合計）

配当性向

（連結）

純資産配当

率（連結）
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00 1,350 17.4 1.3

25年3月期 ― 17.50 ― 17.50 35.00 1,575 24.2 1.4

26年3月期(予想) ― 17.50 ― 17.50 35.00 24.1

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日） 

 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

1株当たり当期

純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 99,911 5.1 6,413 1.8 6,494 0.2 3,529 1.1 78.41

通期 203,053 5.4 12,896 7.1 13,033 4.5 6,547 3.4 145.45



※  注記事項 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有

② ①以外の会計方針の変更  ： 無

③ 会計上の見積りの変更  ： 有

④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 47,911,023 株 24年3月期 47,911,023 株

② 期末自己株式数 25年3月期 2,899,412 株 24年3月期 2,898,984 株

③ 期中平均株式数 25年3月期 45,011,919 株 24年3月期 45,012,386 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

 
 

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 137,991 3.7 10,792 △14.1 11,326 △14.7 6,127 △16.3

24年3月期 133,015 7.8 12,573 21.1 13,282 19.8 7,324 94.5

1株当たり当期純利益

潜在株式調整後1株当たり当期純

利益

円 銭 円 銭

25年3月期 136.12 135.99

24年3月期 162.72 162.62

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 137,961 98,219 71.1 2,178.74

24年3月期 136,545 92,941 68.0 2,062.73

（参考） 自己資本 25年3月期  98,068百万円 24年3月期  92,847百万円

2. 平成26年 3月期の個別業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日） 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

業績予想につきましては、本日現在のデータに基づき作成したものであり、予想につきましては様々な不確定要素が内在しておりますので、実際の業績は 

これらの予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については2ページ「1．経営成績・財

政状態に関する分析(1)経営成績に関する分析」をご参照してください。 

売上高 経常利益 当期純利益

1株当たり当期純利

益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 71,288 2.6 6,476 0.6 3,788 2.7 84.16

通期 143,176 3.8 11,729 3.6 6,452 5.3 143.34
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（１）経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の概況 

当連結会計年度（平成24年４月１日～平成25年３月31日）におけるわが国経済は、米国財政危機・欧州債務

問題やアジア新興国の景気減速を背景とした輸出停滞、雇用所得環境の悪化による個人消費の低迷により、後

退局面を迎えたものの、政権交代を機に景気回復に向けた期待感が高まりつつあります。 

当社グループの属するスポーツ用品販売業界におきましては、個人消費の停滞や気候変化のずれによるアパ

レルの販売不振も重なり、依然として厳しい環境が続いております。 

このような状況下、当社グループはマーケットトレンドや地域特性に合った品揃え、お客様のニーズを踏ま

えたきめ細やかな商品提案を実施してまいりました。市場トレンドに対応した売場改装を行った結果、ゴルフ

ウエア、トレッキング、ランニングウエア等の販売が好調に推移いたしました。また、これまで伸び悩んでい

たウィンター用品やゴルフ用品・用具も売上が伸び、回復の兆しが見えてまいりました。  

商品につきましては、大手素材メーカーとの共同開発によるスポーツに適した高機能素材を、ナショナルブ

ランド商品に導入した当社オリジナル商品の販売を強化いたしました。従来より実績のある吸汗速乾機能素

材、発熱素材、防風素材を様々なカテゴリーで展開し品揃えを拡充いたしました。また、新たな素材として、

紫外線カット効果が高い「ＵＶ ＣＵＴ ＵＰＦ５０＋」、熱反射保温素材「ＭＡＧＩＣ ＴＨＥＲＭＯ（マ

ジックサーモ）」を加え、様々なスポーツシーンに最適な商品の提案に努めました。さらに、機能や使用効果

などを詳しく紹介する商品説明ＰＯＰを多数配置し、お客様が目的にあった商品を購入できるよう店舗運営を

行っております。 

商品基幹システム（ＭＤシステム）につきましては、グループ内の商品流通や仕入業務の効率化、納期管理

の精度向上を目的としてリニューアルを実施いたしました。これは、「52週ＭＤ」や「地域個店別ＭＤ」の改

善にとっても重要な施策であり、将来のビジネスモデルに向けたプラットホームの構築と位置付けておりま

す。  

店舗面では市場シェア拡大のため、首都圏と西日本エリアを中心に出店を継続しております。当連結会計年

度は計画の29店を超える、40店を出店いたしました。主な内訳は、スーパースポーツゼビオ ９店、ヴィクトリ

アゴルフ７店、ゴルフパートナー17店となります。スーパースポーツゼビオの新規出店の中には海外初となる

上海（中国）と2013年３月にオープンしたソウル（韓国）への出店が含まれております。また、ゼビオスポー

ツ１店、ヴィクトリア１店等の計４店を閉店いたしました。 

これらの出店により、当期連結会計期末におけるグループの総店舗数は、479店舗となり、グループ合計の

売場面積は前連結会計年度末に比べて8,571坪増加して152,453坪となりました。 

売上総利益率につきましては、記録的な春の低温・大雨や、秋の高温によりスポーツアパレルの販売に大き

く影響し、伸び悩みました。また、販管費につきましては、グループ内の商品流通や仕入業務の効率化、及び

納期管理の精度向上のための商品基幹システムへの投資及び顧客基盤拡大のための各種カード会員の新規獲

得、出店・改装等、今後の成長戦略に向けた施策を推進した結果、増加しております。  

以上の結果、当連結会計年度における連結業績は、売上高1,926億28百万円（前年同期比6.1％増）、営業利

益120億42百万円（前年同期比15.5％減）、経常利益124億71百万円（前年同期比14.9％減）、当期純利益63億

32百万円（前年同期比18.5％減）となりました。 

  

１．経営成績・財政状態に関する分析



②事業の種類別セグメント別の営業概況 

 ＜ウィンター用品・用具部門＞ 

当連結会計年度は降雪状況にも恵まれ、学生を対象としたリフト券無料キャンペーンが全国的に実施され

るなど、業界全体でウィンタースポーツの活性化に取り組んでまいりました。その中でプロモーションと共

にトレンドを捉えた品揃えと素材戦略を強化した結果、スノーボードの販売が好調に推移いたしました。 

以上の結果、ウィンター用品・用具部門の売上高は前期比4.3％の増加となりました。 

 ＜ゴルフ用品・用具部門＞ 

年間を通してゴルフウエアが好調に推移いたしました。デザイン性の高い商品に加え、高機能素材のパン

ツを政策的に投入し、トータルコーディネート提案に注力してまいりました。またカスタマイズクラブの品

揃えを拡充し、フィッティングサービスを強化するなど、一人ひとりのお客様に合った商品の提案に注力い

たしました。さらに大型商品のモデルチェンジの後押しもあり、ゴルフグッズは好調に推移いたしました。 

以上の結果、ゴルフ用品・用具部門の売上高は前期比11.2％の増加となりました。 

 ＜一般競技スポーツ（アスレチックスポーツ）・シューズ部門＞ 

一般競技スポーツでは、年間を通して需要の高い部活生向け商品を充実させ、昨年までは期間限定であった

「部活キャンペーン」を通年で実施いたしました。特にテニス、サッカー、バスケットボールの品揃えを大幅

に増加させた結果、顧客層が拡大し好調に推移いたしました。 

シューズ部門では、年々需要が増え続けているランニングシューズの試履き会を全国の店舗で積極的に開催

し、お客様一人ひとりに合った商品の提案に注力した結果、前年の売上高を大きく上回りました。なかでも降

雪の状況にあわせて品揃えを拡充したスノーシューズが好調に推移いたしました。 

以上の結果、一般競技スポーツ・シューズ部門の売上高は前期比10.5％の増加となりました。 

 ＜スポーツアパレル（トレーニングウエア）部門＞ 

お客様のニーズが高まっている軽量ダウンは、高機能素材で差別化を図り、売上高は前年を上回りました。

しかしながら前年、東日本大震災被災地を中心に生活必需品としての需要が大きく増加したスポーツアパレル

等の商品はその反動減を受け、また、残暑が厳しかったことによる秋冬商品の立ち上がりの遅れなどの影響に

よりスポーツアパレルは全体的に低調に推移いたしました。 

以上の結果、売上高は前期比9.7%の減少となりました。 

 ＜アウトドア・その他部門＞ 

キャンプ用品は、前年震災後にアウトドア照明器具や寝袋等の需要が急拡大し、その反動から販売数量が大

きく減少いたしました。 

一方トレッキングは、アウトドアブームの継続を追い風にタウンユースとしても人気が高まっており、都心

で展開するエルブレス業態の商品構成を全国のスーパースポーツゼビオに波及させました。それにより顧客層

が着実に拡大し、ウエアだけでなくシューズやバック等の小物の売上高も前年を大きく上回りました。 

以上の結果、アウトドア・その他部門の売上高は前期比8.6％の増加となりました。 

③次期の見通し 

次期の経済見通しにつきましては、金融緩和をはじめとした経済財政運営に対する期待感から景気回復の兆

しがみえつつあります。しかし、世界経済の減速懸念もあり個人消費の行方は楽観視できない状況でもありま

す。 

このような状況下、当社グループは、より一層業務の改善に努め、市場の変化やお客様のニーズに合わせ

て、更なるサービスの精度向上を図ってまいります。 

 出店・改装につきましては、未出店県や西日本エリアを中心に継続的に出店いたします。次期のグループ出

店計画は、スーパースポーツゼビオ７店、ヴィクトリアゴルフ７店、ゴルフパートナー18店（直営店）として

おります。 

 また、引き続き積極的な改装を実施し、トレンドやニーズを捉え地域に合った売り場作りを展開してまいり

ます。アウトドアコーナーの拡大に加えて、需要の高まりが期待されるカジュアルウエアの販売環境を整えて

まいります。 

当連結会計年度に全面リニューアルを行った商品基幹システムにより、スピーディーな商品販売分析が可能

になりました。これにより、ＭＤのさらなる精度向上を図ってまいります。また、近年「スポーツアパレル

（トレーニングウエア）」の需要が、スポーツの機能性を兼ね備えていながらもファッション性が高くタウン

ユースできるポロシャツやパンツ等「カジュアルウエア」へと変化しつつあります。こうした変化に対応し店

舗における商品構成を見直し、お客様のニーズに合った品揃えを実現してまいります。 

商品素材では、前年より販売好調のＵＶカットシリーズに、何度洗濯しても機能が落ちない「ずっとカット

ＵＶ」素材を投入し、スポーツシーンはもちろん、生活必需品としても商品の品揃えを拡充してまいります。

それにともない、開発チームの体制強化を図り、開発の精度を上げるとともに、お客様のニーズをスピーディ

ーに開発・販売に反映してまいります。 



コア事業の中長期的な成長に向け、グループシナジーを最大化するためのＭ＆Ａ・業務提携を積極的に検討

しております。これにより、リアル店舗やＥＣ等の販売チャネルの拡大やサービス、商品カテゴリー別の強化

を実施してまいります。 

海外事業展開については、2012年６月中国にオープンした上海浦東店、2013年３月韓国にオープンしたウル

チロ店を皮切りに、アジア市場におけるスポーツ用品流通事業の可能性を模索しながら、ビジネスモデルと事

業基盤の確立を推進してまいります。尚、今年夏には上海２店舗目のオープンを予定しております。  

以上により、平成26年3月期の通期連結業績予想につきましては、連結売上高2,030億53百万円（前期比5.4%

増）、連結営業利益128億96百万円（前期比7.1%増）、連結経常利益130億33百万円（前期比4.5%増）、連結当

期純利益65億47百万円（前期比3.4%増）を見込んでおります。 

  



（２）財政状態に関する分析 

① 当連結会計年度末の資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の資産は、前連結会計年度末に比べ30億34百万円増加し、1,677億93百万円となりました。流

動資産は、現金及び預金の減少52億55百万円などにより前連結会計年度末に比べ7億35百万円減少の941億73百万円

となり、固定資産は、37億70百万円増加し、736億20百万円となりました。 

 当連結会計年度末の負債は、前連結会計年度末に比べ27億63百万円減少し、580億29百万円となりました。流動

負債は、支払手形及び買掛金が18億93百万円減少などにより前連結会計年度末に比べ41億70百万円減少の504億71

百万円となり、固定負債は、リース債務が12億17百万円増加したことなどにより14億7百万円増加し、75億57百万

円となりました。 

 当連結会計年度末の純資産は、利益剰余金の増加48億69百万円などにより、57億98百万円増加し、1,097億64百

万円となりました。 

② 当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況 

（単位：百万円）

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の期末残高は、243億22百万円となり、前連結会計年度末に比べて

85億55百万円減少いたしました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、30億92百万円となりました。主な要因は、税金等調整前当期純利益を

112億33百万円計上したこと、仕入債務の減少による資金の減少額が18億98百万円、たな卸資産の増加による資金

の減少額が47億53百万円、売上債権の増加による資金の減少額が15億34百万円、法人税等の支払額が75億29百万円

であります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、△97億12百万円となりました。主な要因は、店舗の出店に伴う有形固定

資産の取得による支出が40億90百万円、投資不動産の取得による支出が28億45百万円であります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、△20億88百万円となりました。主な要因は、配当金の支払額が14億62百

万円、ファイナンス・リース債務の返済による支出が10億45百万円であります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

（注）１．自己資本比率：自己資本／総資産 

２．時価ベースの自己資本比率：株式時価総額（自己株式は除く）／総資産 

３．債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは有利子負債、利払いが僅少またはないた

め表示を省略しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、長期に亘る安定的な経営基盤の確保を目指し、業績に応じた適正な利益配分を継続的に実施することを

基本方針としており、内部留保につきましては、安定成長に向けた財務体質の強化と今後とも予想される競争の激

化に対処するため、①店舗の新設及び改装や増床への投資、②新規事業への投資、③人材育成への投資などに活用

し、長期に亘る経営基盤の安定と拡大に努めてまいります。 

当期の期末配当金は１株あたり15円と記念配当2.5円を合わせて17.5円を予定しております。年間としては中間配

当金15円と中間記念配当2.5円と合わせて35円となります。 

また次期につきましては年間配当金は１株当り35円（中間17.5円、期末17.5円）を予定しております。 

（４）事業等のリスク 

① 国内市場の動向に伴うリスク 

 当社グループは日本国内において事業展開を行っており、景気や個人消費の動向など国内の経済状態が、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

区分 前期 当期 

営業活動によるキャッシュ・フロー  14,221  3,092

投資活動によるキャッシュ・フロー  △5,414  △9,712

財務活動によるキャッシュ・フロー  △3,694  △2,088

現金及び現金同等物に係る換算差額  －  153

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  5,111  △8,555

現金及び現金同等物の期首残高  27,766  32,878

現金及び現金同等物の期末残高  32,878  24,322

  平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

自己資本比率（％）  63.8  63.0  65.2

時価ベースの自己資本比率(％)  44.6  60.3  54.8



 また、既存のスポーツ・レジャー用品販売業者に加え、新たな業態との競争激化等、当業界をめぐる環境は厳し

いものがあります。当社グループといたしましては、大型店舗の積極的展開、グループ企業間でのシナジーの発

揮、ゼビオカードによる顧客の取込み等収益力の強化を図っておりますが、事業競争力が相対的に低下した場合、

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 加えて、今後日本国内におきましては、人口減少に向かうことが予想されており、当社グループが取り扱う商

品・サービス分野におきましても当該影響を受ける可能性があります。 

② 天候不順に関するリスク 

 当社グループの取扱商品は主にスポーツ用品・用具、アスレチック、ゴルフ、ウィンタースポーツ、トレーニン

グウェア、アウトドア、ファッション衣料でありますが、季節的変動によって影響を受けます。当社グループとい

たしましては、商品力の強化、販売促進活動等により当該影響を低減させるべく努めておりますが、特に異常気象

といわれるほどの冷夏や暖冬の場合は売上の減少を招き、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③ 出店に関するリスク 

 当社グループが店舗を出店する場合、１千平方メートルを超える店舗が中心であるため、大規模小売店舗立地法

の手続きを経て出店をしていく必要があります。このため、これらの調整過程の中で、計画した出店ができない場

合があり、事業計画が達成されないリスクがあります。 

④ フランチャイズ展開についてのリスク 

 当社グループは、「ゴルフパートナー」をフランチャイズ方式で展開しており、加盟店の出店動向及び業績状況

等によって、当社の経営成績は影響を受ける可能性があります。 

 当社グループは、加盟者と相互の繁栄を目指すことから、加盟店の店長をはじめ従業員に対する研修制度を有す

るほか、営業力や経営成績向上のため店舗運営指導などの支援活動を実施しております。しかしながら、加盟店の

出店には、出店条件に合致した物件の確保が必要であり、出店数や出店時期が当社の計画通り進まない可能性もあ

ります。さらに、加盟者におきまして、当社に起因しない諸事情の発生などにより出店計画を見直す可能性もあり

ます。これらの事象が生じた場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 敷金・保証金の貸倒れリスク 

 当社グループの出店に際し、通常、店舗賃借先に対して相当額の敷金ならびに保証金を支出する場合がほとんど

であります。契約に際しては、相手先の信用状態を十分判断したうえで出店の意思決定をいたしますが、その後の

経済環境の変化や契約先の信用状態の悪化により差し入れた敷金・保証金の貸倒れリスクがあります。 



⑥ 原油をはじめとする資材・仕入価格の上昇リスク 

 昨今、原油をはじめ資材価格が大きく変動しております。今後資材価格の上昇に伴い当社グループの出店コスト

も上昇する可能性があります。さらには原料・資材価格の上昇により当社グループの取扱商品につきましても、そ

の仕入価格が予想を超えて上昇した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦ 為替リスク 

 当社グループは、スポーツ用品・用具や衣料の一部を海外から直接輸入しており、間接的な輸入を含め、輸入商

品が多く含まれるため一般的に円高になれば、仕入価格は逓減傾向になり、円安になれば仕入価格は逓増傾向にあ

るため、売上総利益率の変動を受けるリスクがあり、為替相場等の変動による一般的な市場リスクを有しておりま

す。 

⑧ 取扱商品の瑕疵に関するリスク 

 当社グループは、取引先を含めた一貫した商品管理の徹底、チェック体制の確立など、お客様に安全な商品と正

確な情報をお伝えするよう努めております。しかしながら、異物混入や健康被害を与える可能性のある商品、表示

不良品の流通など、予想を越える重大な品質問題が発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

⑨ 情報システムに関するリスク 

 当社グループは店舗ＰＯＳシステムをはじめとして、商品の発注、営業の管理等の業務において、内部及び外部

の情報並びに技術的システム、ネットワークを活用しております。当社グループが使用しております技術的システ

ム及びネットワークに、自然災害、人為的過誤、停電、コンピューターウィルス、ハッカー等により障害等が発生

した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑩ 個人情報の取扱に関するリスク 

 当社グループでは、「ゼビオカード」等のポイントカード会員の個人情報を保有しております。個人情報保護に

ついては、個人情報保護対策チームを設置し、経済産業省のガイドラインに沿い、方針・規程の整備、従業員の教

育、個人情報の漏洩防止対策等の安全対策をとっておりますが、万一、個人情報が流出した場合には、当社グルー

プの信用が低下し業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑪ 店舗をはじめとする営業施設等の減損リスク 

 実質的価値が下落した当社グループの保有資産（投資有価証券を含む）や収益性の低い店舗等について減損処理

が必要となった場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑫ 大規模自然災害に関するリスク 

 当社グループの店舗・施設の周辺地域において大地震や台風等の災害或いは予期せぬ事故等が発生し、店舗・施

設等に損害が生じ、当社グループの販売活動や流通・仕入活動が阻害された場合、さらに人的被害があった場合、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑬ 係争・訴訟に関するリスク 

 当連結会計年度において、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす係争・訴訟は提起されておりません。しか

しながら業績に影響を及ぼす訴訟や社会的影響の大きな訴訟等が発生し、当社グループに不利な判断がなされた場

合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

    



 当社グループは、当社及び子会社16社で構成されており、スポーツ用品・用具及び衣料を中心とした一般小売事業を

主たる事業としております。また、クレジットカード事業、保険代理事業、研修宿泊事業及び品質管理事業等を展開し

ております。 

   

  各社の位置付け及び事業系統図は次のとおりです。 

 
  

２．企業集団の状況



（１）会社の経営の基本方針 

 当社は、良質な人材、資金、組織を公正な競争原理のもとにつくることで、「お客様第一主義」に基づいた事業

活動を通じてお客様、株主様、お取引先様、従業員とともに成長し社会に貢献することを経営理念としておりま

す。 

 スポーツ、ファッション商品を通して、お客様の求める最高の商品価値を創造、提供できる商品開発とショッピ

ングそのものの楽しさやサービスを提供できる店舗づくりを継続的に実現し、「オンリーワン」企業になることを

経営の基本方針として、日々努力を重ねてまいります。 

   

  （２）目標とする経営指標 

 経営環境の変化にも柔軟に対応できる収益体質の確立を目指し、常にその効果を意識した経費支出を行うなど事

業活動の効率化を図ってまいります。同時に、売場販売効率を示す「坪売上高」と、商品効率の向上を推進し、営

業キャッシュ・フローと企業価値の拡大を目指してまいります。 

   

  （３）中長期的な会社の経営戦略 

 中長期的に予測される経営環境の変化に対応するべく、グループ内で経営理念の共有と徹底、グループ各社のコ

ンピテンシーの融合による、企業グループとしての体質強化と、グループ企業間でのシナジーを最大限に発揮でき

る仕組み作り、及び更なる飛躍のための着実な出店の継続や、有力な企業との提携を進めることで、「お客様の信

頼と満足の向上」を共通の価値観として、質を伴った業容拡大を図り、スポーツ業界におけるオンリーワン企業と

して、強固な基盤の確立を目指してまいります。 

①中核事業であるスポーツ小売事業においては、「スーパースポーツゼビオ」、「ヴィクトリア」、「ヴィクトリ

アゴルフ」、「エル・ブレス」、「ゴルフパートナー」、「フェスティバルゴルフ」それぞれの業態が持つ「強

み」と「特色」を活かした新規出店と再配置を含む既存店の活性化を、収益性と効率性を重視しながら、積極的に

進めてまいります。また、商品面では、お客様との接点である店頭における販売情報を基にした、店舗ごとの適正

な商品構成を設定と調達計画との連動による更なる地域MDの精度向上、それらを補完する物流と情報システムの整

備、及び仕入先様との協業の拡大による商品面での差別化の仕組みを構築してまいります。 

②ネクスト事業におきましては、厳選した商品仕入れと細やかな販促施策の継続に努めつつ、お客様の認知度とス

トアロイヤリティの向上を図り、収益基盤と業態の確立を目指してまいります。 

③クレジットカード事業につきましては、当社グループのマーケティング機能を果たしつつ、顧客カード会員の拡

大と、サービスの充実によるメインカード化を図ってまいります。  

   

  （４）会社の対処すべき課題 

 将来的に予測されるわが国における国民の税負担、社会保障費負担の増加による消費環境の不透明感の中、長期

的な少子高齢化による人口減などの社会環境の変化と、当社の属する小売業界における「勝ち組」によるマーケッ

トの寡占化と競争が激化しております。 

 これらの市場環境に対応するため、グループ企業間の相乗効果を最大限に活かし、スポーツ事業への効率の伴っ

た投資を拡大することにより、スポーツ業界における確固たる競争優位性を確立し、グループの企業価値を高めて

まいります。 

 これらの収益力の拡大を達成するために、新たな成長戦略に対応できる組織改革と業務改革を行っていくことに

加え、内部監査機能の充実・強化を中心とするリスク管理や法令・社会規範の遵守などのコンプライアンスの強化

を更に推進し、特に商品の品質管理及び個人情報保護面での徹底を行ってまいります。内部統制報告制度に際し

て、取締役、使用人の職務執行を法令・定款に適合することを確保するためだけではなく、当社及びグループ各社

の業務の適正性、効率性を確保する為の体制を確立してまいります。 

  

  （５）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。   

   

   

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 25,578 20,322

受取手形及び売掛金 11,981 13,517

有価証券 7,300 5,000

営業貸付金 2,213 2,110

商品 42,501 47,257

繰延税金資産 1,673 1,335

その他 4,151 5,178

貸倒引当金 △491 △548

流動資産合計 94,909 94,173

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 36,992 38,576

減価償却累計額 △22,035 △23,682

建物及び構築物（純額） 14,956 14,894

土地 15,243 15,890

リース資産 4,077 6,246

減価償却累計額 △1,850 △2,664

リース資産（純額） 2,226 3,581

建設仮勘定 1,166 140

その他 10,983 12,976

減価償却累計額 △8,212 △9,478

その他（純額） 2,770 3,498

有形固定資産合計 36,363 38,005

無形固定資産   

のれん 4,595 4,209

ソフトウエア 3,674 3,452

その他 432 470

無形固定資産合計 8,702 8,132

投資その他の資産   

投資有価証券 843 906

長期貸付金 90 527

繰延税金資産 1,980 1,874

差入保証金 6,539 6,038

敷金 12,007 12,590

投資不動産 5,412 7,566

減価償却累計額 △3,450 △3,303

投資不動産（純額） 1,961 4,263

その他 1,509 1,381

貸倒引当金 △149 △101

投資その他の資産合計 24,784 27,482

固定資産合計 69,849 73,620

資産合計 164,759 167,793



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 38,590 36,696

短期借入金 － 109

未払法人税等 4,516 1,904

賞与引当金 796 804

役員賞与引当金 15 15

ポイント引当金 1,654 1,629

その他 9,070 9,311

流動負債合計 54,642 50,471

固定負債   

リース債務 2,068 3,286

繰延税金負債 101 101

退職給付引当金 254 219

役員退職慰労引当金 70 64

負ののれん 2 －

資産除去債務 2,803 3,013

その他 849 873

固定負債合計 6,150 7,557

負債合計 60,793 58,029

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,935 15,935

資本剰余金 16,096 16,096

利益剰余金 76,824 81,694

自己株式 △5,163 △5,163

株主資本合計 103,693 108,562

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 106 134

繰延ヘッジ損益 68 598

為替換算調整勘定 － 79

その他の包括利益累計額合計 175 812

新株予約権 93 151

少数株主持分 3 238

純資産合計 103,966 109,764

負債純資産合計 164,759 167,793



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 181,577 192,628

売上原価 109,846 117,137

売上総利益 71,730 75,490

販売費及び一般管理費 ※1  57,473 ※1  63,448

営業利益 14,257 12,042

営業外収益   

受取利息 124 134

受取配当金 12 14

不動産賃貸料 763 770

負ののれん償却額 2 2

その他 290 488

営業外収益合計 1,193 1,408

営業外費用   

支払利息 17 9

不動産賃貸費用 764 914

その他 11 56

営業外費用合計 792 979

経常利益 14,658 12,471

特別利益   

受取保険金 119 －

特別利益合計 119 －

特別損失   

固定資産除却損 ※2  87 ※2  63

減損損失 ※3  229 ※3  858

店舗閉鎖損失 51 253

投資有価証券評価損 1 0

賃貸借契約解約損 9 63

その他 30 －

特別損失合計 410 1,237

税金等調整前当期純利益 14,367 11,233

法人税、住民税及び事業税 6,348 4,913

法人税等調整額 246 107

法人税等合計 6,595 5,021

少数株主損益調整前当期純利益 7,772 6,212

少数株主損失（△） △0 △119

当期純利益 7,772 6,332



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 7,772 6,212

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 83 27

繰延ヘッジ損益 △47 529

為替換算調整勘定 － 79

その他の包括利益合計 35 636

包括利益 7,808 6,849

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 7,808 6,924

少数株主に係る包括利益 △0 △75



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 15,935 15,935

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,935 15,935

資本剰余金   

当期首残高 16,096 16,096

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 16,096 16,096

利益剰余金   

当期首残高 70,402 76,824

当期変動額   

剰余金の配当 △1,350 △1,462

当期純利益 7,772 6,332

当期変動額合計 6,422 4,869

当期末残高 76,824 81,694

自己株式   

当期首残高 △5,162 △5,163

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △5,163 △5,163

株主資本合計   

当期首残高 97,272 103,693

当期変動額   

剰余金の配当 △1,350 △1,462

当期純利益 7,772 6,332

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 6,421 4,868

当期末残高 103,693 108,562



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 23 106

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 83 27

当期変動額合計 83 27

当期末残高 106 134

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 116 68

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △47 529

当期変動額合計 △47 529

当期末残高 68 598

為替換算調整勘定   

当期首残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 79

当期変動額合計 － 79

当期末残高 － 79

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 139 175

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 35 636

当期変動額合計 35 636

当期末残高 175 812

新株予約権   

当期首残高 41 93

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 51 58

当期変動額合計 51 58

当期末残高 93 151

少数株主持分   

当期首残高 － 3

当期変動額   

連結子会社の増加による少数株主持分の増減 3 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 234

当期変動額合計 3 234

当期末残高 3 238



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 97,453 103,966

当期変動額   

剰余金の配当 △1,350 △1,462

当期純利益 7,772 6,332

連結子会社の増加による少数株主持分の増減 3 －

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 87 929

当期変動額合計 6,512 5,798

当期末残高 103,966 109,764



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 14,367 11,233

減価償却費 4,784 5,827

減損損失 229 858

のれん償却額 412 430

負ののれん償却額 △2 △2

貸倒引当金の増減額（△は減少） 79 9

賞与引当金の増減額（△は減少） 0 8

ポイント引当金の増減額（△は減少） △8 △24

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8 △35

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3 △6

受取利息及び受取配当金 △137 △148

支払利息 17 9

固定資産除却損 87 63

店舗閉鎖損失 51 253

投資有価証券評価損益（△は益） 1 0

賃貸借契約解約損 9 63

売上債権の増減額（△は増加） △2,806 △1,534

営業貸付金の増減額（△は増加） 255 103

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,993 △4,753

仕入債務の増減額（△は減少） 4,083 △1,898

未払消費税等の増減額（△は減少） △222 △164

その他 △215 275

小計 18,001 10,568

利息及び配当金の受取額 44 62

利息の支払額 △17 △9

法人税等の支払額 △4,113 △7,529

保険金の受取額 305 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,221 3,092



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,172 △4,090

有形固定資産の売却による収入 5 0

有形固定資産の除却による支出 △76 △44

無形固定資産の取得による支出 △1,338 △1,068

投資不動産の取得による支出 － △2,845

定期預金の預入による支出 － △3,500

定期預金の払戻による収入 － 2,500

敷金及び保証金の差入による支出 △995 △1,220

敷金及び保証金の回収による収入 1,224 1,179

投資有価証券の取得による支出 － △20

預り保証金の受入による収入 30 78

預り保証金の返還による支出 △64 △58

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△2 △142

子会社株式の取得による支出 － △10

その他 △24 △469

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,414 △9,712

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,324 109

長期借入金の返済による支出 △123 －

少数株主からの払込みによる収入 － 310

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △894 △1,045

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △1,352 △1,462

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,694 △2,088

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 153

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,111 △8,555

現金及び現金同等物の期首残高 27,766 32,878

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  32,878 ※1  24,322



 該当事項はありません。 

  

  

（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）



１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 16社 

連結子会社名 

清稜山株式会社 

ゼビオビジネスサービス株式会社 

株式会社ヴィクトリア 

ゼビオインシュアランスサービス株式会社 

ゼビオカード株式会社 

株式会社レオニアン 

株式会社カイザー 

ゼビオナビゲーターズネットワーク株式会社 

株式会社ゴルフパートナー 

東北アイスホッケークラブ株式会社 

株式会社ＡＬＢＡパートナーズ 

クロススポーツマーケティング株式会社 

株式会社ＹＫＣパートナーズ 

賽標(中国)体育用品有限公司 

株式会社ゼビオコリア  

国土観光株式会社  

 このうち株式会社ゼビオコリアについては新たに設立したことにより、国土観光株式会社は株式を取得

したことにより、当連結会計年度から連結子会社に含めております。 

 また、従来連結子会社でありました株式会社リファインは連結子会社である株式会社ヴィクトリアと、

株式会社フェスティバルゴルフは連結子会社である株式会社ゴルフパートナーとそれぞれ合併したため、

連結の範囲から除外しております。  

(2）主要な非連結子会社の名称 

 非連結子会社は該当ありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用しない関連会社の名称 

 株式会社ＡＬＢＡ 

 ゼビオアリーナ仙台有限責任事業組合  

(2）連結の範囲から除いた理由 

 持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要

性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち賽標(中国)体育用品有限公司の決算日は12月31日です。連結財務諸表の作成にあたって

は、同社の決算日の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整

を行なっています。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算定） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

② デリバティブ 

…時価法 

③ たな卸資産 

商品 

…主として個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）



(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除く） 

…定率法 

 なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

建物及び構築物          ３年～50年 

その他（工具、器具及び備品）   ３年～20年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

…定額法 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

ものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

…売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

…従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

…役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しており

ます。 

④ ポイント引当金 

…会員カードによるポイントサービス制度に基づき、顧客に付与したポイントの利用に備えるため、利

用実績率に基づき将来利用されると見込まれる額を計上しております。 

⑤ 退職給付引当金 

…従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理することとし

ております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

…役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりまし

たが、当社は平成22年５月18日開催の当社取締役会において、平成22年６月29日開催の当社第38回定

時株主総会の終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止することを決議したため、平成22年７月以

降の引当金は計上しておりません。 

なお、当連結会計年度末における役員退職慰労引当金残高は、廃止に伴う打ち切り日（平成22年６月

29日）までの在任期間に対応する退職慰労金として、内規に基づき、退職慰労金の廃止時かつ当連結

会計年度末に在任する役員に対する支給見込額を計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 



(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

 なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については、振当処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約、通貨オプション 

ヘッジ対象 外貨建予定取引 

③ ヘッジ方針 

 外貨建取引の為替相場の為替変動のリスクを回避する目的で為替予約等を行っております。 

 なお、為替予約等は予定する輸入仕入の範囲内で行うこととし、投機目的のためのデリバティブ取引は

行わない方針であります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 当初決めた有効性の評価方法を用いて、高い有効性が保たれていることを確かめております。 

 ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象の予定取引に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ期間を通じてキ

ャッシュ・フローの変動を完全に相殺すると想定することができる場合には、ヘッジ有効性の評価は省略

しております。 

(6）のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんは15年間で均等償却しております。ただし、金額が僅少な場合には、全額、発生時の損益に計上し

ております。 

 なお、平成22年３月31日以前に発生した負ののれんについても、５年間で均等償却しております。 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い短期投資からなっております。 

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

…税抜方式によっております。 

  

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より平成24年４月１日以後に取得した有形

固定資産（附属設備以外の建物を除く。）及び投資不動産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響

は軽微であります。  

  

（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更）



  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

  

※２ 固定資産除却損の内訳 

  

※３ 減損損失 

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

前連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

 当社グループは、各店舗設備単位を資産グループとして減損会計を適用しております。減損は業績不

振等を要因としており、各資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（ 百万円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物 百万円、構築物 百万円、器具

備品 百万円、リース資産 百万円、投資不動産 百万円及びその他 百万円であります。 

 なお、資産グループの回収可能価額は使用価値等により測定しており、将来キャッシュ・フローを主

として ％で割り引いて算定しております。 

  

当連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日） 

 当社グループは、各店舗設備単位を資産グループとして減損会計を適用しております。減損は業績不

振等を要因としており、各資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（ 百万円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物 百万円、構築物 百万円、器

具備品 百万円、リース資産 百万円、投資不動産 百万円及びその他 百万円であります。 

 なお、資産グループの回収可能価額は使用価値等により測定しており、将来キャッシュ・フローを主

として ％で割り引いて算定しております。 

  

（連結損益計算書関係）

  
前連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

広告宣伝費 百万円 4,482 百万円 4,933

給料手当等  17,804  19,148

賞与引当金繰入額  798  806

役員賞与引当金繰入額  15  17

退職給付費用  236  213

減価償却費  4,515  5,373

賃借料  13,617  14,802

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

建物及び構築物 百万円 34   百万円 27

その他  52    35

計  87    63

場所 用途 種類

営業店舗 店舗設備 建物等

賃貸店舗等 店舗設備等 建物等

229 38 5

32 151 1 0

8.0

場所 用途 種類

営業店舗 店舗設備 建物等

賃貸店舗等 店舗設備等 建物等

858 368 24

97 71 294 1

7.2



前連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取による増加         0千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権 

  

  

４ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株）  47,911  －  －  47,911

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株）  2,898  0  －  2,898

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の 
種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計 
年度末 

  

提出会社 

  

平成22年ストック・オ

プションとしての新株

予約権 

－  －  －  －  －  74

平成23年ストック・オ

プションとしての新株

予約権 

－  －  －  －  －  18

合計  －  －  －  －  93

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  675 円 15 平成23年３月31日 平成23年６月30日

平成23年11月４日 

取締役会 
普通株式  675 円 15 平成23年９月30日 平成23年12月12日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日

平成24年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  675 円 15 平成24年３月31日 平成24年６月29日



当連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取による増加          千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権 

  

４ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株）  47,911  －  －  47,911

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（千株）  2,898  0  －  2,899

0

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の 
種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計 
年度末 

  

  

提出会社 

  

  

平成22年ストック・オ

プションとしての新株

予約権 

－  －  －  －  －  86

平成23年ストック・オ

プションとしての新株

予約権  

－  －  －  －  －  18

平成24年ストック・オ

プションとしての新株

予約権  

－  －  －  －  －  46

合計  －  －  －  －  151

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成24年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  675 円 15.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日

平成24年11月９日 

取締役会 
普通株式  787 円 17.50 平成24年９月30日 平成24年12月11日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日

平成25年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  787 円 17.50 平成25年３月31日 平成25年６月28日



※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

 リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、資産除

去債務、賃貸等不動産等、ストック・オプション等、企業結合等に関する注記事項については、決算短信におけ

る開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 なお、当該注記事項に関しては、平成25年６月27日提出予定の有価証券報告書に記載いたしますので、「金融

商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム」（EDINET）でご覧いただくことが

できます。 

  

Ⅰ 前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 当社グループは、一般小売事業と、その他サービス事業を営んでおりますが、一般小売事業以外のセグ

メントはいずれも重要性が乏しく、一般小売事業の単一セグメントとみなせるため、記載を省略しており

ます。 

  

Ⅱ 当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

 当社グループは、一般小売事業と、その他サービス事業を営んでおりますが、一般小売事業以外のセグ

メントはいずれも重要性が乏しく、一般小売事業の単一セグメントとみなせるため、記載を省略しており

ます。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 
前連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

現金及び預金勘定 百万円 25,578 百万円 20,322

預入期間が３か月を超える定期預金  －  1,000

有価証券勘定  7,300  5,000

現金及び現金同等物  32,878  24,322

（開示の省略）

（セグメント情報等）



（注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

  

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円2,307.59

１株当たり当期純利益金額 円172.68

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円172.57

１株当たり純資産額 円2,429.93

１株当たり当期純利益金額 円140.68

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円140.54

項目 
前連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円）  7,772  6,332

普通株式に係る当期純利益（百万円）  7,772  6,332

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式の期中平均株式数（千株）  45,012  45,011

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  28  45

（うち新株予約権（千株）） （ ）28 （ ）45

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概

要 

 －  － 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。 

  

  

  

  



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 20,439 15,800

売掛金 3,291 3,455

有価証券 7,300 5,000

商品 30,328 33,293

関係会社短期貸付金 7,573 9,351

前払費用 686 739

繰延税金資産 1,105 734

未収入金 677 683

その他 908 1,218

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 72,310 70,273

固定資産   

有形固定資産   

建物 26,863 27,707

減価償却累計額 △15,726 △16,852

建物（純額） 11,136 10,854

構築物 1,947 2,028

減価償却累計額 △1,359 △1,483

構築物（純額） 587 544

車両運搬具 18 18

減価償却累計額 △14 △15

車両運搬具（純額） 4 2

工具、器具及び備品 9,500 11,105

減価償却累計額 △7,060 △8,151

工具、器具及び備品（純額） 2,440 2,953

土地 6,576 7,042

リース資産 2,694 4,803

減価償却累計額 △1,306 △1,882

リース資産（純額） 1,387 2,921

建設仮勘定 1,164 106

有形固定資産合計 23,297 24,426

無形固定資産   

ソフトウエア 3,236 3,081

電話加入権 0 0

無形固定資産合計 3,236 3,081



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 773 756

関係会社株式 13,880 14,391

長期貸付金 49 44

関係会社長期貸付金 2,615 2,507

長期前払費用 847 778

繰延税金資産 1,804 1,695

差入保証金 6,028 5,451

敷金 9,306 9,851

投資不動産 5,523 7,678

減価償却累計額 △3,519 △3,379

投資不動産（純額） 2,004 4,299

その他 432 409

貸倒引当金 △40 △6

投資その他の資産合計 37,702 40,178

固定資産合計 64,235 67,687

資産合計 136,545 137,961

負債の部   

流動負債   

支払手形 4,122 3,255

買掛金 25,088 23,588

未払金 3,553 3,243

未払法人税等 3,955 1,460

預り金 156 183

前受収益 77 87

賞与引当金 541 546

役員賞与引当金 15 15

ポイント引当金 699 718

その他 1,053 595

流動負債合計 39,262 33,693

固定負債   

リース債務 1,003 2,502

退職給付引当金 250 212

役員退職慰労引当金 70 64

長期預り保証金 586 628

資産除去債務 2,198 2,372

その他 232 266

固定負債合計 4,342 6,047

負債合計 43,604 39,741



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,935 15,935

資本剰余金   

資本準備金 15,907 15,907

その他資本剰余金 189 189

資本剰余金合計 16,096 16,096

利益剰余金   

利益準備金 802 802

その他利益剰余金   

別途積立金 57,050 62,450

繰越利益剰余金 7,950 7,214

利益剰余金合計 65,802 70,467

自己株式 △5,163 △5,163

株主資本合計 92,672 97,335

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 106 134

繰延ヘッジ損益 68 598

評価・換算差額等合計 175 733

新株予約権 93 151

純資産合計 92,941 98,219

負債純資産合計 136,545 137,961



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 133,015 137,991

売上原価   

商品期首たな卸高 28,529 30,328

当期商品仕入高 83,408 87,705

合計 111,937 118,033

他勘定振替高 1,119 417

商品期末たな卸高 30,328 33,293

売上原価合計 80,489 84,323

売上総利益 52,526 53,668

販売費及び一般管理費   

販売手数料 1,197 1,288

荷造運搬費 1,183 1,347

広告宣伝費 3,660 4,017

給料手当及び賞与 11,890 12,514

福利厚生費 1,921 2,006

賞与引当金繰入額 541 546

役員賞与引当金繰入額 15 17

退職給付費用 236 210

減価償却費 3,540 4,286

賃借料 9,698 10,203

修繕維持費 2,430 2,406

その他 3,638 4,030

販売費及び一般管理費合計 39,952 42,875

営業利益 12,573 10,792

営業外収益   

受取利息 187 189

受取配当金 12 14

不動産賃貸料 879 1,061

その他 256 426

営業外収益合計 1,336 1,691

営業外費用   

不動産賃貸費用 625 1,152

その他 1 5

営業外費用合計 627 1,157

経常利益 13,282 11,326

特別利益   

受取保険金 119 －

特別利益合計 119 －



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 30 －

固定資産除却損 76 21

減損損失 92 653

店舗閉鎖損失 42 207

賃貸借契約解約損 9 29

その他 29 0

特別損失合計 282 911

税引前当期純利益 13,120 10,414

法人税、住民税及び事業税 5,607 4,143

法人税等調整額 187 143

法人税等合計 5,795 4,287

当期純利益 7,324 6,127



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 15,935 15,935

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,935 15,935

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 15,907 15,907

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15,907 15,907

その他資本剰余金   

当期首残高 189 189

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 189 189

資本剰余金合計   

当期首残高 16,096 16,096

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 16,096 16,096

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 802 802

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 802 802

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 54,650 57,050

当期変動額   

別途積立金の積立 2,400 5,400

当期変動額合計 2,400 5,400

当期末残高 57,050 62,450

繰越利益剰余金   

当期首残高 4,375 7,950

当期変動額   

剰余金の配当 △1,350 △1,462

当期純利益 7,324 6,127

別途積立金の積立 △2,400 △5,400

当期変動額合計 3,574 △735

当期末残高 7,950 7,214



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

利益剰余金合計   

当期首残高 59,828 65,802

当期変動額   

剰余金の配当 △1,350 △1,462

当期純利益 7,324 6,127

当期変動額合計 5,974 4,664

当期末残高 65,802 70,467

自己株式   

当期首残高 △5,162 △5,163

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △5,163 △5,163

株主資本合計   

当期首残高 86,698 92,672

当期変動額   

剰余金の配当 △1,350 △1,462

当期純利益 7,324 6,127

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 5,973 4,663

当期末残高 92,672 97,335

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 23 106

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 83 27

当期変動額合計 83 27

当期末残高 106 134

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 116 68

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △47 529

当期変動額合計 △47 529

当期末残高 68 598

評価・換算差額等合計   

当期首残高 139 175

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 35 557

当期変動額合計 35 557

当期末残高 175 733



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

新株予約権   

当期首残高 41 93

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 51 58

当期変動額合計 51 58

当期末残高 93 151

純資産合計   

当期首残高 86,879 92,941

当期変動額   

剰余金の配当 △1,350 △1,462

当期純利益 7,324 6,127

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 87 615

当期変動額合計 6,061 5,278

当期末残高 92,941 98,219



   

前事業年度(自平成23年４月１日 至平成24年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度(自平成24年４月１日 至平成25年３月31日) 

 該当事項はありません。 

   

         該当事項はありません。 

（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（重要な後発事象）



（役員の異動） 

①代表者の異動 

該当事項はありません。 

②その他の役員の異動 

該当事項はありません。 

  

６．その他
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